
青森県経済統計報告   平成１７年 ５月 １０日 

企画政策部統計分析課 

１ 青森県の推計人口（平成１７年４月１日現在）…………………………………………………… １ 

県人口 1,441,447人（対前月 6,769人減少、対前年同月 11,008人減少） 

自然動態   668人減少（出生者数   854人、死亡者数 1,522人） 

社会動態  6,101人減少（転入者数  4,133人、転出者数 10,234人） 

２ 本県の経済動向 

（１）経済概況 

 本県経済の動向は、依然として需要面や雇用面が低迷し、生産も弱めの動きがみられること

から、厳しい状態にある。 

（２）主要経済指標の動向 

(2-1) 製造業の 

生産動向 

平成１７年２月の青森県鉱工業生産指数(平成 12 年＝100)は、季節調整

済指数が 91.8 で、前月比 0.7 ％の上昇となり、２ヶ月連続で前月を上

回った。また、原指数は 82.4で、前年同月比 3.4％の低下となり、２ヶ

月ぶりに前年同月を下回った。 

化学工業を除いた指数では、季節調整済指数が 87.7 で、前月比 4.3％

の低下（２ヶ月ぶり）、原指数が 80.7 で、前年同月比 1.1％の低下（２

ヶ月ぶり）となった。 

… ２ 

(2-2) 雇用情勢 平成17年2月の現金給与総額は235,807円で前年同月比1.4％減となっ

た。このうち、定期給与は235,173円で1.3％減となった。総実労働時間

は、154.8時間で前年同月比2.4％減となり、所定外労働時間は9.5時間

で前年同月比6.8％増となった。 

平成17年3月の有効求人倍率は0.39倍で、前月と同水準となった。 

なお、新規高卒者の３月末現在の求人倍率は全体で 1.12 倍、県内では

0.89倍となっており、いずれも過去10年で最も低くなっている。 

… ３ 

(2-3) 物価 平成17年3月の青森市消費者物価指数は、102.3となり、前月と比べ0.1％

の上昇、前年同月と同水準となった。 

… ４ 

(2-4) 個人消費 平成17年2月の大型小売店販売額は、全店舗ベースで前年同月比5.8％

減の135億3千百万円となり、既存店ベースでも前年同月比6.6％減とな

った。 

平成17年3月の軽自動車を含めた乗用車新車登録・届出台数は7,619台

で、前年同月比4.5％の減となり、3ヶ月連続で前年を下回った。 

… ５ 

(2-5) 住宅建設 平成17年3月の新設住宅着工戸数は391戸で、前年同月比10.9％減とな

り、3ヶ月連続で前年を下回った。 

… ６ 

(2-6) 公共投資 平成17年3月の公共工事請負金額は、前年同月比57.9％増となった。 … ６ 

（３）景気動向指数（平成１７年２月分）   …………………………………………………………… ７ 

先行指数  ３３．３％（３か月ぶりに５０％を下回った） 

一致指数  ５５．６％（３か月連続で５０％を上回った） 

遅行指数  ５０．０％（５か月連続で５０％を上回った後５０％となった） 

（４）青森県景気ウォッチャー調査（平成１７年４月期）……………………………………………… ８ 

 

３ヶ月前と比べた景気の現状判断ＤＩ･･･４１．４（前期比4.7ポイント増、16期連続50を下回る） 

３ヶ月後の景気の先行き判断ＤＩ･･･４３．９（前期比4.6ポイント増、４期連続50を下回る） 
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（単位：人）

男 女 出生者数 死亡者数
県外からの
転入者数

県外への
転出者数

1,427,520 685,477 742,043 -           10,929 -          -           -           -           -              -              

1,468,646 707,232 761,414 -           41,126 -          -           -           -           -              -              

1,523,907 735,444 788,463 -           55,261 -          -           -           -           -              -              

1,524,448 731,439 793,009 -           541 -          -           -           -           -              -              

1,482,873 704,758 778,115 -           -41,575 -          -           -           -           -              -              

1,481,663 704,189 777,474 -           -1,210 -          -           -           -           -              -              

1,475,728 702,573 773,155 -           -5,935 -          -           -           -           -              -              

1,452,455 688,993 763,462 -0.391% -5,704 -243 1,036 1,279 -5,461 4,532 9,993

1,453,207 689,495 763,712 0.052% 752 -160 999 1,159 912 4,749 3,837

1,452,844 689,216 763,628 -0.025% -363 -242 942 1,184 -121 1,555 1,676

1,452,449 688,905 763,544 -0.027% -395 -79 985 1,064 -316 1,413 1,729

1,451,562 688,424 763,138 -0.061% -887 -134 993 1,127 -753 1,921 2,674

1,451,461 688,505 762,956 -0.007% -101 -249 1,008 1,257 148 2,449 2,301

1,450,947 688,209 762,738 -0.035% -514 -120 986 1,106 -394 1,618 2,012

1,450,734 688,048 762,686 -0.015% -213 -258 911 1,169 45 1,791 1,746

1,450,219 687,716 762,503 -0.035% -515 -300 965 1,265 -215 1,431 1,646

1,449,732 687,374 762,358 -0.034% -487 -343 879 1,222 -144 1,275 1,419

1,448,945 686,936 762,009 -0.054% -787 -507 913 1,420 -280 1,237 1,517

1,448,216 686,552 761,664 -0.050% -729 -339 849 1,188 -390 1,233 1,623

1,441,447 682,719 758,728 -0.467% -6,769 -668 854 1,522 -6,101 4,133 10,234

３月中の人口動態の推移 （単位：人）

平8.3 9.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3 16.3 17.3

出生者数 1,061 1,103 1,150 1,152 1,007 989 997 909 1,036 854

死亡者数 1,052 1,113 1,245 1,189 1,207 1,127 1,141 1,262 1,279 1,522

自然増減数 9 -10 -95 -37 -200 -138 -144 -353 -243 -668

県外からの
転入者数

5,054 5,688 5,494 5,445 5,133 4,764 4,170 4,746 4,532 4,133

県外への
転出者数

11,217 11,474 11,750 11,178 11,241 10,284 10,224 10,366 9,993 10,234

社会増減数 -6,163 -5,786 -6,256 -5,733 -6,108 -5,520 -6,054 -5,620 -5,461 -6,101

　※１  平成2、7、12年は国勢調査による数値。

　※２　平成16年4月1日から平成17年4月1日までの人口は平成12年国勢調査人口（確定値）を基礎に推計している。

　※３　増減数は、平成2、7、12年が前回、その他が前月に対するものである。

　※４　算出方法

 　県の推計人口＝前月の人口＋自然増減数（出生者数－死亡者数）＋社会増減数（県外からの転入者数－県外への転出者数）

　※５　これまで社会動態の算定には、県間移動数に加え県内市町村間移動数も含めていたが、県内市町村間移動者数を含め

　　　ないこととし修正を行なったことから、過去の公表数値と異なっている。

　※６　県の推計人口には、県内市町村間の移動者数を含んでいない為、各市町村の推計人口の総計とは一致しない。
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１ 青森県の推計人口（平成１７年４月１日現在）  

         

【概  況】  
  平成１７年４月１日現在の本県推計人口は、１，４４１，４４７人で、前月に比

べ６，７６９人の減少、前年同月に比べると１１，００８人の減少となった。 
 

 

〇自然動態 
  出生者数が８５４人、死亡者数が１，５２２人で、６６８人の減少となった。 
  
 
 

〇社会動態 
  転入者数が４，１３３人、転出者数が１０，２３４人で、６，１０１人の減少と

なった。 
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２ 本県の経済動向 

（２）主要経済指標の動向 

（２－１）製造業の生産 

  平成１７年２月の青森県鉱工業生産指数(平成 12 年＝100)は、季節調整済指数が 91.8 で、

前月比 0.7 ％の上昇となり、２ヶ月連続で前月を上回った。また、原指数は 82.4 で、前年同

月比 3.4％の低下となり、２ヶ月ぶりに前年同月を下回った。 

 季節調整済指数で前月からの動きをみると、化学工業、輸送機械工業、その他製品工業などが

上昇に寄与した一方、金属製品工業、一般機械工業、食料品工業などが低下し、鉱工業全体では 

0.7％の上昇となった。 

（化学工業を除いた指数について） 

 季節調整済指数が 87.7 で、前月比 4.3％の低下（２ヶ月ぶり）、原指数が80.7で、前年同月

比 1.1％の低下（２ヶ月ぶり）となった。 

青森県・全国・東北の鉱工業生産指数推移　（季節調整済指数）
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◎業種別動向（前月比）　鉱工業全体 +0.7％

業　　　種 前月比(％) 寄与率(％) 業　　種 前月比(％) 寄与率(％)
化学工業 115.2 920.6 金属製品工業 -32.8 -337.1
輸送機械工業 31.4 117.2 一般機械工業 -19.8 -316.3
その他製品工業 22.3 54.2 食料品工業 -3.8 -203.7
石油・石炭製品工業 207.2 38.8 電気機械工業 -9.3 -136.2
鉄鋼業 1.8 23.9 ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･紙加工品工業 -6.1 -130.9

プ　　ラ　　ス マ　イ　ナ　ス

 

主要業種の生産動向（季節調整済指数）
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資料：県統計分析課「青森県鉱工業生産指数（速報）」 
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（２－２）雇用情勢 

 平成 17 年 2月の現金給与総額は235,807 円で現金給与総額指数（平成12年＝100）では 81.7

となり、前年同月比1.4％減となった。このうち、定期給与は235,173円で定期給与指数では99.1

となり、前年同月比1.3％減となった。実額で比較した定期給与の全国対比は86.7 となった。 

所定外労働時間は9.5 時間で、所定外労働時間指数では 110.5 となり、前年同月比 6.8％増と

なった。 

平成 17年 3月の有効求人倍率は0.39倍(季節調整済値)で、前月と同水準となった。 

なお、新規高卒者の３月末現在の求人倍率は全体で 1.12 倍、県内では 0.89 倍となっており、

いずれも過去10年で最も低くなっている。 

賃金指数の対前年同月比の動き（調査産業計、事業所規模5人以上）

-10.0
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0.0
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4.0
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8.0

H12.1 12.5 12.9 13.1 13.5 13.9 14.1 14.5 14.9 15.1 15.5 15.9 16.1 16.5 16.9 17.1

単位　％

現金給与総額指数

定期給与指数

 

賃金及び労働時間の動き（調査産業計、事業所規模5人以上）

県 全国
　現金給与総額 235,807 円 274,826 円 81.7 77.8 -1.4 ％ 0.1 ％

　　定 期 給 与 235,173 円 271,336 円 99.1 96.2 -1.3 ％ -0.1 ％

　　特 別 給 与 634 円 3,490 円 ― ―
　総実労働時間 154.8 時間 147.2 時間 97.7 95.6 -2.4 ％ -1.7 ％

　　所定内労働時間 145.3 時間 136.9 時間 96.9 95.0 -3.0 ％ -1.8 ％

　　所定外労働時間 9.5 時間 10.3 時間 110.5 105.1 6.8 ％ 0.0 ％

（注）１.定期給与とは「きまって支給する給与」のことである。

      ２.前年同月比は指数によって算出している。

指数（H12=100）

― ―

実　　　数 対前年同月増減率
県 全  国 県 全  国

 

資料：県統計分析課「毎月勤労統計調査結果（速報）」 

有効求人倍率（季節調整済値）
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資料：青森労働局職業安定部職業安定課「職業安定業務取扱月報」 
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（２－３）物価 

 平成 17 年 3 月の青森市消費者物価指数（平成 12 年=100)は、総合指数が 102.3 となり、前月

と比べ0.1％の上昇、前年同月と同水準となった。 

 生鮮食品を除く総合指数は102.2 となり、前月と比べ0.2％の上昇、前年同月と 同水準となっ

た。 

  総合指数の前月比が0.1％の上昇となった内訳を寄与度でみると、被服及び履物、光熱・水道、

教養娯楽の上昇が要因となっている。  

 総合指数が前年同月と同水準となった内訳を寄与度でみると、住居などは上昇し、食料などは

下落した。 

 

総合指数の動き              生鮮食品を除く総合指数の動き 

   

  

１０大費目指数の動き （平成12年=100）

生鮮食
品を除
く総合

持家の
帰属家
賃を除
く総合

生 鮮
食 品

当月指数 102.3 102.2 97.6 99.8 103.0 123.0 102.7 79.0 85.5 104.4 95.3 108.9 89.1 99.2

前月比
(%)

0.1 0.2 0.2 ▲ 0.4 ▲ 1.9 0.0 0.9 ▲ 0.9 2.8 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.0 0.8 0.0

寄与度 0.10 0.19 0.17 ▲ 0.11 ▲ 0.10 0.00 0.07 ▲ 0.02 0.14 ▲ 0.00 ▲ 0.01 0.00 0.06 0.00

前　年
同月比
(%)

0.0 0.0 ▲ 0.6 ▲ 1.7 ▲ 1.5 2.6 3.4 ▲ 2.7 ▲ 1.7 ▲ 0.6 ▲ 2.4 2.1 ▲ 1.7 0.4

寄与度 0.00 0.00 ▲ 0.50 ▲ 0.47 ▲ 0.08 0.64 0.28 ▲ 0.08 ▲ 0.09 ▲ 0.02 ▲ 0.25 0.08 ▲ 0.14 0.02

教 養
娯 楽

諸雑費
被 服
及 び
履き物

保 健
医 療

交通・
通 信

教 育総 合 食 料 住 居
光熱・
水 道

家 具
・

家 事
用 品

 

資料：県統計分析課「消費者物価指数月報」(速報） 

 

 

 ※ 寄与度とは、ある費目の指数の変動が、総合指数の変化率のうち何ポイント寄与したかを示した 

    ものであり、全費目の寄与度を合計すると、総合指数の変化率に一致する。 
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（２－４）個人消費 

 平成１７年２月の大型小売店販売額は、全店舗ベースで前年同月比 5.8％減の 135 億 3千百万

円で21ヶ月連続のマイナスとなり、既存店ベースでも前年同月比6.6％減と 12ヶ月連続でマイ

ナスとなった。要因としては、百貨店、スーパーとも、販売額の大きい衣料品・飲食料品がマイ

ナスになったことによる。 

 平成１７年３月の軽自動車を含めた乗用車新車登録・届出台数は7,619台で、小型乗用車が増

加したものの、普通乗用車、軽自動車が減少したことにより、前年同月比 4.5％減となり３ヶ月

連続で前年を下回った。 

大型小売店販売額【全店舗】（前年同月比）
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大型小売店販売額【既存店】（前年同月比）
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資料：東北経済産業局「東北地域大型小売店販売額動向」 

 ＊ 大型小売店は従業員が 50 人以上で売場面積が 1,500 平方メ－トル以上の商店をいう。そのうち、既存店とは、当月及び前 

  年同月とも調査の対象となっている商店をいう。 

乗用車（軽を含む）新車登録・届出台数（前年同月比）
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資料：青森県自動車会議所「車種別登録・届出台数」、日本自動車販売協会連合会「自動車統計データ」
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（２－５）住宅建設  

平成１７年３月の新設住宅着工戸数は３９１戸で、前年同月比10.9％減となり、３ヶ月連続で

前年を下回った。 

新設住宅着工戸数（前年同月比）
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資料：県建築住宅課「建築着工統計」、国土交通省「建設統計月報」 

 

（２－６）公共投資 

平成１７年3月の公共工事請負金額は、単月では314億 3千 8百万円で、前年同月比57.9％増

となった。発注主体別では、国は同32.9％増、県は同49.8％減、市町村は同29.9％減となった。 

また、４月からの累計は、2,317 億円で、前年比2.6％増となった。 

公共工事請負金額
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資料：東日本建設業保証(株)青森支店「青森県内の公共工事の動向」 
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（３）青森県景気動向指数 

  平成１７年２月の青森県景気動向指数は、先行指数３３．３％、一致指数５５．６％、遅行

指数５０．０％となった。 

 先行指数は、３か月ぶりに５０％を下回った。  

 一致指数は、３か月連続で５０％を上回った。 

 遅行指数は、５か月連続で５０％を上回った後５０％となった。 

 ２月の一致指数は、生産関連の指標等がプラスとなったことから、５０％を上回った。 

 

景 気 動 向 指 数 の 推 移
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※灰色部分は本県景気の後退局面

 

プラスの指標 マイナスの指標
先 行 系 列（９指標中３指標がプラス）

新規求人倍率（全数） ５か月連続 乗用車新車登録届出台数 ２か月ぶり
所定外労働時間指数（全産業） ２か月連続 生産財生産指数 ２か月ぶり
企業倒産負債額 ３か月連続 入職率（製造業） ２か月連続

新設住宅着工床面積 ２か月連続
建築着工床面積（鉱＋商＋サ） ３か月ぶり
中小企業景況ＤＩ ２か月連続

一 致 系 列（９指標中５指標がプラス）
鉱工業生産指数 ２か月連続 大型小売店販売額（既存店） ２か月ぶり
大口電力使用量 ３か月連続 電気機械生産指数 ２か月ぶり
有効求人数（全数） １８か月連続 総実労働時間数（全産業） ４か月連続
海上出入貨物量（八戸港） ２か月ぶり 東北自動車道ＩＣ利用台数 ６か月ぶり
日銀券月中発行高 ４か月連続

遅 行 系 列（６指標中３指標がプラス）
勤労者世帯家計消費支出（実質） ２か月連続 １人平均月間現金給与総額 ２か月ぶり
常用雇用指数（製造業） ６か月連続 単位労働コスト（製造業） ２か月連続
輸入通関実績（八戸港） ６か月連続 青森市消費者物価指数（帰属家賃除く） ５か月ぶり

資料：県統計分析課「青森県景気動向指数月報」

●個別系列の動き（各指標は季節調整等を行い、５ヶ月前と比較しています）
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             ※平成１３年７月は試行調査

資料：県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査報告書」

　前期調査と比べると、「変わらない」が１５．７ポイント増加し、「やや悪くなる」が
１３．０ポイント減少したことにより、全体では４．６ポイント増の４３．９となり増加
に転じたものの、引き続き横ばいを示す５０を下回った。
　判断理由では、短期間で景気が好転する材料が見当たらず、現在の状況でしばらく推移
するものとする声が多い反面、中央の回復基調の波及効果を期待する声も見られた。ま
た、原油価格の高騰による資材の価格上昇・商品への転嫁等の影響を懸念する声が見られ
た。

動

向

　 前期調査に比べて、津軽地区で「悪くなっている」が９．８ポイント増加しており、全
体では２．２ポイントの減少となった。他の３地区では「やや良くなっている」「変わら
ない」が増加し、「やや悪くなっている」が減少しているため、全体では６～１０ポイン
トの増加となった。

　前期調査に比べて、県南地区で０．８ポイント減少したが、観光シーズンを迎えること
等から、他の３地区ではポイントが増加している。

  ４月期は、現状判断ＤＩ、景気の先行き判断ＤＩとも平成１５年４月期以来８期ぶりにポイ

ントが増加に転じたが、いずれも横ばいを示す５０を下回った。

●３か月後の景気の先行き判断

●３か月前と比べた景気の現状判断

（４）青森県景気ウォッチャー調査

  ３か月前と比べた景気の現状判断ＤＩは４１．４で、前期調査より４．７ポイント上回っ
た。

  ３か月後の景気の先行き判断ＤＩは４３．９で、前期調査より４．６ポイント上回った。

  平成１７年４月期の景気ウォッチャー調査は、４月１日～４月２１日を調査期間とし、回答

率９９％となった。

動

向

　前期調査と比べると、「やや良くなっている」が５．９ポイント増加し、「やや悪く
なっている」が１０．１ポイント減少していることにより、全体では４．７ポイント増の
４１．４となり増加に転じたものの、引き続き横ばいを示す５０を下回った。
　判断理由を見ると、今冬の豪雪の影響による客足の鈍さ・除雪費等の出費の増による買
い控えによる消費低迷を挙げる声が多かった。その反面、天候の回復に伴い、反動による
消費の回復傾向を挙げる声もみられた。
　

景気現状判断DI・先行き判断DIの推移
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（参考）景気ウォッチャーによる景気判断理由（一部）

○雪が多くて冬の間年配の方はあまり外出していなかったので、雪どけとともに外出が多くなり買
い物・外食も増えている。また入学・入社の準備の買い物も増えている。（一般飲食店＝津軽）

○２月、３月と今年の冬は長く積雪も多く、消費にマイナス要因が多かった。その反動らしき物の
動きが少し見える。　（一般小売店＝県南）

□悪い意味変わらないと思います。この状況が普通で当たり前なのでしょう。そう思わないとやり
きれないです。だけど期待しておりますが。　（スナック＝東青）

□豪雪による影響からなのか、一般家庭においても除雪等の出費が重なり、消費を節約する傾向が
見受けられ、商店街の売上が上向いたような感じがしない。　（商店街＝津軽）

□愛知県や、外国との取引のある企業は景気が引き続き良いようですが、当市は公共事業が少なけ
れば景気の回復は難しいと思う。（設計事務所＝県南）

□景況は上向きと見ているが、建設業にあっては、①官公営の減少が厳しく②民営は競争による収
益低迷－という状況につき総じて目立った変動は起きていない－と考えられる。　（建設＝東青）

△今年の大雪の影響で従前売れていた商品の動きが遅い。すべてにおいて出足が鈍く、停滞してい
る感が強い。（旅行代理店＝東青）

△天候の不順もありますが、入進学関連の動きが鈍い。学校の制服の動きが特に鈍く、お金の都合
がつかない、というお客様も見られました。仕事の無さが響いていると思います。
（一般小売店＝下北）

×原油市況の高騰により仕入れ値、売価が上がり自動車業界だけでなくさまざまな業種にも悪影響
が出て来ている。　（ガソリンスタンド＝津軽）

○特に今年は豪雪の影響で１～３月はレストラン部門の客足が落ちた。暖気とともに回復を期待す
る。　（都市型ホテル＝津軽）

○中央の回復基調が、穏やかながらも当地方へ波及してくると考えられる。なお、ここに来て中央
の基調がやや下降気味になっていることと石油市況の高騰の２点が気になるものの、鋼材の増産に
見られるようにプラス要因も少なくなく、総じて懸念はあるまい。（建設＝東青）

○今年のゴールデンウィークの曜日が昨年より良く、集客が見込めるから。（愛知万博に集中する
かも知れませんが）（食料品製造＝下北）

□短期的には変わる理由が見つからない。長い冬が終わり、春と夏がいっぺんに来るという心理的
な開放感だけ。（スーパー＝東青）

□良くなったり、悪くなったりする大きな要素は少ない為。（家電量販店＝県南）

□中央の回復の波及を期待したいが、最近のガソリン等の値上げの影響、建設業の公共工事の見込
薄等が懸念される。（経営コンサルタント＝東青）

△原油や鉄の価格の影響で、容器や資材が値上げの傾向にある。いずれ商品などに転嫁されて、消
費者への影響が心配だ。（飲料品製造＝津軽）

△輸入木材チップ価格の上昇、原油高騰に伴う諸資材の値上げ、石炭にかかる石油石炭税率の上昇
など、資材コストアップにより損益を圧迫することが見込まれる。（紙・パルプ製造＝県南）

×景気の下向き感が強く、ガソリン等の値上げからも益々買い控えや自衛策から更に消費が低迷す
ると思う。（仕事がない、昇給がない）（商店街＝県南）

　　資料：県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査報告書」

●３か月前と比べた景気の現状判断理由

記号の意味：◎良くなっている、○やや良くなっている、□変わらない、△やや悪くなっている、×悪くなっている

●３ヵ月後の景気の先行き判断理由

 


